

















   200 年 4 月 28 日全国人民代表大会常務委員会採択。同年 0 月  日施行。
2    詳細は，拙著『中国民商法の比較法的考察      契約法，会社法，信託法，投資関係法の国際的位
相     』（晃洋書房，200年）第四章「中国信託法の比較法的考察      日本，イングランド，米国
の信託法と比較して     」を参照。
3    能見善久「ケベックにおけるフランス民法典      コモンローとの交錯」『フランス民法典の 200
年』北村一郎編（有斐閣，2006 年）93 頁。
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京都府立大学学術報告（公共政策）第 3 号　（20 年 2 月）
大陸法国における信託の受容の在り方について





































6   前出注 5 参照。
7    神作裕之「欧州信託法基本原理と信託財産の独立性」新井誠編『欧州信託法の基本原理』（有斐
閣，2003 年），59 頁など。












　七戸教授9 によれば，信託には，ゲルマン法の Salmann とローマ法の fiducia という二つの系
譜が存在し，前者はドイツで Treuhand へと発展する一方，ゲルマン法の分派であるイングラン








9    七戸克彦「信託法上の信託か，信託類似の他の法律関係か     「信託」概念の全容と信託の成立認
定     」法学研究 82 巻  号（2009 年）724 頁。
























































は，本来の権利者は救済されなかった。そこで，このような common  law 上救済されない当事
者が，大法官に救済を求め，それが，equity と呼ばれる一大判例法体系となり，common law の
判例法体系とは独立のものとして蓄積されていった。9 世紀半ばまで，イングランドでは，
common law 裁判所と equity 裁判所が分かれていた。





から認定され，そのために，common  law 上の義務である善管注意義務（会社法 330 条）と
equity 上の義務である忠実義務（会社法 355 条）が別に規定されている。米国会社法では，い
わゆる Business Judgment Rule が適用されるのは前者だけだとされている。また，undue 


















7   詳細は，拙著『中国民商法の比較法的考察      契約法，会社法，信託法，投資関係法の国際的位
相 』（晃洋書房，200 年）第二章「中国契約法の国際的位相      ウイーン売買条約（CISG），ユ


































8  星野豊『信託法理論の形成と応用』（信山社，2004 年）7‒82 頁。









































(3）  αとβの命題の両立      信託財産の独立    




law 上の権利と equity 上の権利を両方もっているが，信託財産については，前者の権利しか
もっていない，このように権利の内容が違うから，分別すべきであり，独立させるべきだ，とい
うことくらいしかいえないからである。



















2   水野紀子「信託法改正要綱試案に対するパブリックコメント」（2005 年 9 月  日）。
    http://www.law.tohoku.ac.jp/~parenoir/shintakuhou-kaisei.html
22  前出注 0，599 頁。













た第五草案では ｢移転｣ に戻り，第六草案以降どこかの段階で ｢委託｣ になった25。
　立法者によるこうした迷いの背景には，以下のような事情があった26。
  ⃝  中国の文化として，他人に財産を完全に移転するのは心理的抵抗がある；













24   本稿において，中国信託法の邦訳については，原文に当たるほか，康石 ･ 石本茂彦「中国におけ
る信託法の制定（下）」『国際商事法務』国際商事法研究所，第 29 巻 7 号 200 年，854 頁以下を
参考にした。
25   少なくとも第六草案まで作成されている。中野正俊 ｢中国信託法について｣『信託法研究』第 28
号（信託法学会，2003 年），63 頁。
26  Lusina Ho, Trust Law In China, Hong Kong:・Sweet & Maxwell, 2003 年，p 67．
27  陳大鋼「走出信託法律性質的認識誤区」『法治論叢』中国・第 2 巻第 4 期，2006 年，4 頁。
28  中田英幸『ドイツ信託法理      日本信託法との比較』。（東北大学出版会，2008 年），63 頁。
―   53   ―
大陸法国における信託の受容の在り方について




























29  前出注 5，2 頁。
30  前出注 28，2 頁。












　前述のように，信託の受容を頑なに拒んでいたフランスであるが，ついに，2007 年 2 月 9 日，























33  大村敦志『学術としての民法Ⅰ　20 世紀フランス民学から』（東京大学出版会，2009 年）273 頁。
34  前出注 3，07 頁。








　信託に関する規定は，民法典の第三編 ｢所有権を取得する諸方法｣ の第 4 章として ｢信託｣






























　日本新信託法は，信託宣言を認めた（第 3 条第 3 号，第 4 条第 3 項）ので，その関連条文では
財産の移転を要件としていないが，信託宣言以外の信託の設定に関しては，財産の移転を要件と
している（第 3 条第  号，第 2 号）。ただし，財産の移転がないと成立しないというわけではな
く，信託契約の締結によって効力の発生する諾成契約であるということが明記された（第 4 条）。
　また，ハーグ信託条約では，財産の移転を要件としていないものの，財産が“under  the 












  ③　委  託  者
　204 条で，委託者は，当初，法人のみに限定していたが，2008 年 8 月 4 日の改正により，自
然人も委託者になれるようになった。






39   寺本昌弘・村松秀樹・富沢賢一郎・鈴木秀昭・三木原聡「新信託法の解説      金融実務に関連す
る部分を中心に      ⑵」金融法務事情 794 号　きんざい，2007 年， 24 頁；能見善久『現代信託
法』有斐閣，2004 年，9 頁；三菱信託銀行信託研究会編著『信託の法務と実務（4 訂版）』金融
財政事情研究会，2003 年，4 頁。
40  山田，前出注 0，60 頁。
4  山田，前出注 0，60‒602 頁。
42  金子敬明「フランス信託法の制定について」千葉大学法学論集 22 巻  号（2007 年），7 頁。
43  山田，前出注 0，603 頁。
―   57   ―
大陸法国における信託の受容の在り方について
  ④　受  託  者
　205 条で，受託者になれるのは，銀行，投資会社，保険会社などのみに限定されている。
  ⑤　担保信託と管理信託を単一の制度として規定している。
(3）  整  合  性
　英米法的な信託に接近しているフランス信託法が，どのようにして，大陸法系の民法との整合
性を図っているかは不明である。山田准教授は，英米法的な信託が Property Law 上の概念であ






















44  山田，前出注 0，60‒602 頁。
45  能見，前出注 3，5 頁。







しれないが，それは無理である。なぜなら，中国信託法では，第 8 条第  項で，信託の要式性





く，委任契約（中国契約法49 第 396 条〜第 43 条）との区別がつかないという深刻な問題が生ず
る50。
　この問題については，A：｢委託｣ を ｢移転｣ と読み替えるべきだという説と，B：財産（権）
の移転が全くなくても信託が成立するという説が分かれている。
　A 説の論者は，ア）こうした背景事情から，文言は ｢委託｣ でも心は ｢移転｣ と考えるのが
妥当，イ）移転が不要とすると，代理や委任と区別がつかないので不当5，ウ）財産が移転もし




　香港大学准教授の Lusina Ho 氏は，主として 5 条の規定「信託財産は，委託者の信託を設定
していないその他の財産とは区別しなければならない」から，財産の移転は信託成立の条件では
ないと主張する55。
　5 条のこの文言は，確かに，A 説とは明らかに矛盾し，B 説をとらないかぎり説明が困難で
47  前出注 26，p 54。
48   多数説。前出注 26，p 78；中野正俊・張軍建『信託法』中国・中国方正出版，2004 年，44 頁そ
の他。
49  999 年 0 月  日施行。
50  前出注 26，p 57；前出注 25，6 頁。
5   張天民『失去衡平法的信託      信託観念的拡張与中国《信託法》的機遇与挑戦     』中国・中信出
版社，2004 年，340 頁；前出注 25，63 頁。
52  前出注 48，中野 9 頁。
53   康石・石本茂彦「中国における信託法の制定（上）」『国際商事法務』国際商事法研究所，第 29






























































請求する権利（旧法第 3 条，新法第 44 条）が，中国では委託者にも与えられている（中国信託




に申し立てて行使することになっている（旧法第 23 条，新法第 50 条）が，中国では，委託者




（第 2条），ウ受託者の行為の取消権（第 22 条）。エ信託違反に対する損害賠償請求権（第 22 条），
およびオ受託者の解任請求権（第 23 条）については，第 49 条で，受益者も行使できることに
なっている。
　この規定の仕方自体，異例である。
　日本新信託法では，受益者の権利（第 88 条〜第 92 条）と，それに対応する受託者の義務（第












































































研究 32 号（2007 年），36 頁。
6  渡辺，前出注 60，47 頁。
62  能見，前出注 3，3 頁。
63   渡辺，前出注 60，37 頁，雨宮孝子「EU 信託法（スコットランドとデンマーク）と英国の公益信
託」新井誠編『欧州信託法の基本原理』（有斐閣，2003 年），02 頁。
64  前出注 28。























れた。すなわち，第 93 条で受益権の原則譲渡自由性が規定され，第 94 条で対抗要件＝通知また
は承諾が規定された。第 94 条は民法 467 条とほぼ同じ内容なので，新信託法は債権説に立って
いるという見方もできよう。②については，受益権と区別される受益債権（02 条）および帰属




66  岩田新『信託法新論』（有斐閣，933 年）， 頁。
67  前出注 8。

































70  前出注 8，77 頁。
7  前出注 8，79‒80 頁。
72  前出注 33，262 頁。









  （20 年 9 月 6 日受理）
  （せせ　あつこ　公共政策学部公共政策学科准教授）
74  能見，前出注 3，2 頁。
75  民集 57 巻 6 号 563 頁。
―   66   ―
京都府立大学学術報告「公共政策」第 3 号
